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                     ☆FAX 会員(新刊案内等)募集中 ご希望の方は✓印 □ 

■ご名称 ■ご担当者名 
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☆ 制度の内容だけでなく、なぜそうなっているのかという、制度の考え方に即した解説。 

☆ 実務として地方税に関わる方のために、記載例をできるだけ取り入れて解説。 

☆ 今後の改正で重要度が増すであろう、外形標準課税や事業所税の解説を充実！ 

☆ 震災に関する地方税の対応について引き続きフォロー。 

 住民税、事業税、固定資産税といった地方税は身近な税ではありますが、税目が多

岐にわたり、その課税根拠と地方税法も複雑、難解で、習得が容易ではない分野です。

しかし、地方分権が叫ばれる昨今、地方税はますます重要性を増しており、実務上、 

正確な知識を持つことは必要不可欠になっています。 

 本書は、こうした背景のもと、地方税全般についてその概要から事業に関するもの、

不動産に関わるもの、生活に関するものまで幅広く網羅し分かりやすいＱ＆Ａ方式で

解説しています。 
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